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(2) 以上の経緯は， 昭和54. 7. 2付国大協会長が，
関係方面に要望した際のものであるが，その後国大協
・第6常置 ・給与小委員会において，さらに検討した
結果，他の先進国に比しわが国の基礎研究で最も欠
けているこれら職員の制度，処遇の確立がきわめて重
要であり，前回の案では，なお不十分であるとの意見
が強かった。
将来高度の技術者は，教授等教官と同格の処遇とす
べきであるが，現時点においては，とりあえず，その
ような技術者を採用できる途を開くべきであるという
こととなった。そのため前回の案について，原則とし
て職務と直接関連する専攻の大学院修了者について助
手と同様の初任給，昇給の新等級（前回の案と比較し
やすいように特4等級とした〉を設けるよう修正し
ザ院仇，。
なお，将来これらの者，及び現在教官職等に在職す
る者について教授相当の給与曲線を設けることについ
て検討する。
2.研究教育補助職員の処遇上の問題点
(1）処遇が不明確であること。
現在，これら職員は，採用時の定員 ・定数により，
教育職付（助手の一部，教務職員〉，行政職付（技術
職員）， 行政職ω（技能職員の一部〉に採用されてい
る。これらについて一応の基準はあるが，必ずしも明
確でないし，給与 ・昇進等も確立していなし、。
また，採用後これら俸給表は，昇給曲線が複雑に交
叉しており，探用後適用俸給表により，有利不利が生
す．る。このため在職中給与上の処巡を計るため適用俸
給表を変更せざるをえない実態がある。俸給表の変更
は，必然的に身分上の変更を伴い，一部は助手等の教
官職にせざるをえないものもある。また，特に高度な
妓術者については，助手，講師等で採用せざるをえな
い実態がある。
(2）給与上いわゆる「頭打ち」が生ずること。
現在，給与上昇格の道がひらかれているとし、う面で
段高額が最も有利なものは，行（→適用者であるが，こ
れも 4等級JI二りであり， その数は技術職員総数（約
9, 000人〕に対し，陀かな放（約180人〕であり，大部
分の者は5Q1f級止りである。これは， 一般事務系i織μ
が係長 ・補佐・事務長等への昇進の機会があるのに比
し，職員の意欲を滅返させる要因となりうるもので
ある。その他の教育職（助手，教務職員），行政職同
（技能職員〉の場合には， さらに低水準でいわゆる
「頭打ち」となる。
(3）高度な技術者の確保が困難であること。
このため，近来特に必要とされる高度な技術者を確
保することが困難であるとともに，優秀な若手の技術
者の転出をとめることができなし、。
(4）在職者の不満が多いこと。
昇進の見込がなく，また，給与上頭打ちが生ずるこ
とは，在職者の意欲を滅返させるだけでなく，関係団
体 ・組合等からも改善すべき課題として表明されてお
り，研究教育上重要な職務を分担するこれら職員の処
遇改善は喫緊の事項であるといわなければならない。
3.試案の考え方
この試案においては，これらの経緯，問題をふまえ，
次のような考え方によって案を作成した。
なお，作成にあたっては，（1）いわゆる「教室系技術
職員」及びこれに相当する職員に限った（図怒系職員及
び施設部系技術職員を除外したのは部課制がとられてい
ること及び一般事務職員との交流が必要なためである）。
(2）講座，学科目等の教官定員の変更はしない（ただし
定員の振替を伴わないで属人的な等級別定数＝俸給表別
定数の移行はありうる〕ことを前提とした。
(1) 「研究技術専門官俸給表」を新設する。
大学におけるこれら職員のうち，助手，教務職員，
教室系技術（技能〉職員（行付白〉等で，研究技術
専門官に相当する職種の職務内容を具体的に明らかに
し，新俸給表を設け，明確な職群とする。身分は，文
部技官であり，また，その能力 ・責任により， 5等級
制（技監，主任専門官，専門官，専門官補 l・2）の
職種を設け，採用 ・昇任・昇給等の制度を確立する。
(2）給与の大憾な引き上げを図ること。
l＇等級（技監〉の最高額は ，おおむね36万円とした
こと。これは現行の講師の最高をやや上廻り，助教授
をやや下廻り，また行付 2等級（大学の部長〉にほ
ぼ相当するものである。
なお，この等級は現在きわめて高度な知識・技術を
有する者を移行するとともに，将来優秀な人材を確保
するためのものである。
2等級（主任専門官〉は，最高額が現行の行付 3
等級（大学の事務長 ・古参謀長〉にほぼ相当する。
3等級 （専門官〉は，現行の行付 4等級（補佐・
新任課長〉に相当する。
特4等級（専門官補）は，経緯のところでもふれた
が，原則として高度の技術者 （大学院修了 ・当該職務
と直接関連する専攻修了者確保のためのものであり，
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将来教官職と同格の処遇としようとするものである。
初任給は助手と同額とし，最高は助手をやや下廻る。）
4等級（専門官補〉の最高は，現行の行付 5等級
に相当する。初任給は，高校卒は現行初級合格者に，
大学卒は現行の教務職員に相当するものである。
(3）移行措置等について
現在の助手，教務職員及び教室系技術（技能〕職員
（行付 t二）〕等で（1）の研究技術専門官に相当する者
について，その職務内容 ・知識・技術・学歴・免許資
格 ・経験年数等により各等級に切替えるものとする。
当然、，現給は保障する。
なお，今後の新規採用者は，公務員試験合格者から
採用できるポストについては，合格者から採用する。
該当者がない場合，試験になじまないポストについて
は，選考採用または，試験対象外官級として取り扱う
こととしたし、。 （これは，今後人事院 ・文部省と折衝
を要する事項である。〉
声 明
今般，政府は昭和57年度国家公務員の給与改定に関す
る人事院勧告の実施の見送りを決定したが， この決定
は，財政非常事態のもとにおけるきわめて例外的な措置
であるとは言え，人事院勧告制度の本旨に反する憾みが
あるばかりか，この制度のもとで定着してきた良好な公
務員労使関係の基礎をも揺がしかねない恐れがあること
を懸念する。
しかも，国立大学においては，教職員の給与の据置き
は有為な人材の確保を困難にしかねないとともに，大学
の教職員の士気にも影響を及ぼし，大学の使命である高
度の研究 ・教育の遂行にとっても妨げとなることが憂慮
される。
このような理由により国立大学協会としては遺憾の意
を表明せざるを得なし、。
昭和57年1月17日
国立大学協会会長平野龍一
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